
元環境庁長官 広中 和歌子氏

　公益社団法人環境生活文化機構の 30 周年を、心よりお祝い申し上げます。
　環境・生活・文化を結び、地球憲章の理念とも響き合う貴機構の歩みは、持続
可能な社会づくりにおける先駆的な取組であり、多くの実践と共感を育んでこられ
ました。
　私は設立時に会長職を拝命し、1996 年から 2022 年までの 26 年間務めさせていただきました。設立当時、環境
問題といえば「公害」を意味していた時代でした。水俣病やイタイイタイ病に象徴される深刻な被害が社会に重くの
しかかっていたのです。高度経済成長の陰で進行した公害問題を克服しつつ、さらに地球規模で考える必要性が
強く訴えられるようになったのが、1992 年のリオ・デ・ジャネイロ地球サミットでした。そこでは二酸化炭素排出に
よる地球温暖化や生物多様性の危機が世界的課題として提示され、市民一人ひとりが当事者であるという意識が芽
生え始めました。
　そうした時代の流れの中で、ユニフォームのリサイクルに取り組もうという声が民間から上がりました。使用済み
ユニフォームを焼却すれば温室効果ガスを排出しますが、再資源化すれば新しい価値を生み出せる。この先駆的
な発想のもと、多くの企業や有志が力を合わせ、環境生活文化機構は誕生しました。
　会長としての活動の中で心に残っているのは、季刊誌の新春企画で全国の都道府県を訪ね、環境、そして地域
文化に関する取り組みを取材し、知事にインタビューをした経験です。取材を通して各地を訪れるたび、地域の歴史
や文化、生活の知恵に触れることができました。同じ日本でありながら北と南、日本海側と太平洋側では風土も異
なり、言葉や人々の気質にも違いが見られます。そうした違いに出会うたび、日本列島の多様性と奥深さを改めて
実感しました。
　私は戦後長く海外に暮らし、アメリカ、ヨーロッパ、アジアと各地で多様な文化に触れてきました。そうした経験
を重ねたうえで、日本各地を巡ることは、ディスカバー・ジャパン―まさに母国を再発見する旅でもありました。海外
を知ることはもちろん大きな学びでしたが、むしろ日本列島に残る言葉や風習、四季の移ろいと結びついた生活文
化こそ、私の心に深く響きました。そして、この豊かな文化や生活の知恵を守り継ぐためには、環境を守ることが不
可欠であると、環境活動の意義を改めて強く感じたのを覚えています。
　私は、1995 年のハーグ会議から「地球憲章」の草案づくりに関わる機会をいただき、さらに 1997 年の「リオ＋ 5」
でも各国の代表と議論を重ね、人類が共有すべき価値を次世代へどう継承するかを話し合いました。その後は日本
国内でも普及活動に携わり、市民の皆様とともに持続可能な社会の姿を考える場を重ねてまいりました。
　地球憲章には、環境・生活文化を結ぶだけでなく、平和、文化、世代間の正義といった人類共通の価値への敬
意が込められています。気候変動や資源枯渇などが深刻さを増していく中、貴機構が 30 年にわたりその旗を掲げ
続けてこられたことは、日本から世界へ向けて放たれた尊いメッセージであると、私は深く確信いたします。
　30 年の歩みは決して平坦ではありませんでした。理解が十分でない時期から活動を始め、地道に実績を積み重
ねてこられた会員や関係者の皆様のご尽力には、改めて深い敬意を表します。そして、これからの 30 年を担う世代
が、この活動を通じて自然や文化への感謝の心を学び、新しい社会を切り拓いていかれることを心から願っておりま
す。
　これまでにいただいたご縁と体験に感謝しつつ、貴機構のさらなるご発展を心よりお祈り申し上げます。
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NPO 法人日本エコツーリズムセンター　共同代表理事 森 高一氏

　設立 30 周年、誠におめでとうございます。環境生活文化機構さまとの関係は、2015 年に当
時運営をされていた佐川急便「高尾 100 年の森」で子どもたちへの自然体験プログラムでした。
現在は別の団体の下、こちらの環境保全活動を続けていますが、関わるスタートの企画に携わ
らせていただきました。担当の高橋さんと足しげく現場に通ったのを覚えています。その後「持
続可能な社会づくり活動表彰」の審査委員を拝命し、全国の事例を見てまいりました。まさに持続していくことの大
事さ、次世代につなげていくことに関わらせていただき、感謝しております。これからも末永く大事な活動が続いて
いきますよう願っております。

株式会社田中商店　代表取締役 田中 利和氏

　貴機構におかれましては、設立 30 周年誠におめでとうございます。貴機構とは、弊社が 2001年
に水俣エコタウンの中核事業としてガラスびん（リユース・リサイクル）事業を開始した以降、全
国から弊社支援者が続出し、貴機構会員㈱トベ商事会長との出会いからご提案により、2003 年
以降の環境省「南九州における 900ml 茶びんのリユースシステムモデル事業」が貴機構と連携
して採択に繋がり、今日まで継続している事業として、数々の表彰と共に全国から評価されていますし、弊社の成
果であり私自身の大きな宝になっています。
　最後に、貴機構の更なる発展を心からお祈りいたします。また、弊社としても微力ではありますが、全面的に協
力させていただきます。

名古屋大学　名誉教授 竹内 恒夫氏

　設立 30 周年、誠におめでとうございます。当時、私は環境庁の室長でした。地球環境パート
ナーシッププラザ、こどもエコクラブ、環境カウンセラー、グリーン購入ネットワーク（GPN）、
エコアクション 21といった市民や市民団体、事業者の環境活動への「参加」のための仕組みを
つくっていました。そこに、ユニフォーム関係事業者の皆さんから、リサイクルマークによるユニ
フォームのリサイクルを事業の中核とする公益法人を設立して地球環境に貢献したいという大変ありがたいお話があ
りました。30 年後のいま、地球温暖化による被害は現実化し、増大し、マイクロプラスチック問題も喫緊の課題です。
貴機構のますますのご活躍を祈念いたします。

一般社団法人 環境パートナーシップ会議　代表理事 星野 智子氏

　設立 30 周年おめでとうございます。最初に貴団体のことを知った時から「環境生活文化」と
いう名称に敬意と関心を抱いておりました。私たちの生活に欠かせない「衣類」に着目し、環
境に配慮した生活文化と循環型社会の形成に寄与されてきた 30 年のご実績は、広く社会に良い
影響を及ぼしてこられたのではないかと思います。また「持続可能な社会づくり活動表彰事業」
では各地・各団体の熱心な取組を紹介・表彰することで関係者や地域を応援し、その好事例を他地域にも広める
役割を担っているかと思います。今後も大事な役割を果たしていただけますよう、お願い申し上げます。ますますの
ご発展をお祈りしております。
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應義塾大学大学院　政策・メディア研究科　教授 蟹江 憲史氏

　環境生活文化機構がこの度設立 30 周年を迎えられたとのこと、誠におめでとうございます。
昨今の国際情勢、特に戦争の影響や米国における政治状況の変化により環境と持続可能性をめ
ぐる状況は不安定さを増してきています。また、戦後 80 年を迎える多国間主義の状況も変化を
見せてきています。他方、気候変動の影響は身近に感じられるようになり、酷暑や豪雨、天候
不順も珍しいことではなくなってきてしまいました。
　こうした状況下でこそ、地球と人類との関係を健全なものへと戻し、持続可能なものとするため、御機構のような
取組が益々重要になってきています。30 年のご経験をもとに、今後益 ご々発展されることを心より祈念いたしており
ます。

東京大学大学院　新領域創成科学研究科　教授 亀山 康子氏

　このたびは、設立 30 周年、おめでとうございます。設立当時から一貫して循環型社会構築を
目指して活動してこられた姿勢に感銘を受けています。取り組まれてきたリサイクルに関する諸課
題は、現在でもなお課題であり続けていますが、世の中の認識は格段に広まっていると感じられ
ます。貴機構の長年にわたる活動が、人々の理解を促しているのでしょう。現在では、企業に
おいても、単なる社会貢献ではなく事業の根幹として、環境保全のための取組が認識されるよう
になりました。気候変動や自然保全に配慮できている企業だけが生き残れる時代です。貴機構の役割もさらに重要
となります。今後もさらなるご発展を心より祈願いたします。

発酵学者　東京農業大学名誉教授 小泉 武夫氏

　貴機構の設立 30 周年を心からお祝い申し上げます。これまでの長期にわたる環境の保全及
び産業廃棄物の適正処理と有効利用、天然資源の抑制など、豊かな自然環境を構築するための
事業などを続けられてきたことに対して、心から敬意を表するものであります。
　貴機構などのこのような取組が滞ると、環境の破壊ばかりでなく、食糧が不足したり、自然災
害が増加したりと生態系が崩れて、多くの生物が絶滅の危機に瀕します。そのような意味からも
貴機構の存続と活動はこれからも大いに期待されています。古く飛鳥時代の人々はすでに「水美しければ山美し。
山美しければ川美し。川美しければ海美し」と言って、美しい自然を保とうとしていたことを忘れてはいけません。

慶應義塾大学　総合政策学部　教授 白井 さゆり氏

　環境生活文化機構が設立 30 周年という節目を迎えられましたこと、心よりお祝い申し上げます。
この間、持続可能な社会の実現に向けて、多様な立場をつなぐ対話と実践の場を築かれてきた
ご尽力に、深い敬意を表します。
　昨年には、貴機構にて、脱炭素に向けた企業の主体的な取組の重要性についてお話しする機
会をいただきました。気候変動は今や、世界の経済・社会の安定を脅かす重大なリスクとなって
います。政策や制度の改善だけでなく、社会全体が納得できる合意形成と行動変容が鍵です。世界各国の政府当
局とも連携しつつ、その実現に向けて、私も心を新たにして今後も発信を続けてまいります。
　貴機構の今後ますますのご発展をお祈り申し上げます。

高崎経済大学　学長 水口 剛氏

　設立 30 周年、おめでとうございます。環境問題に対する長年にわたる真摯な取組に敬意を表
します。この間、サーキュラーエコノミーとネイチャーポジティブ、脱炭素などの課題が相互に密
接に関係することが明らかになってきました。異常気象による被害は一層加速し、海洋プラスチッ
ク汚染などもますます深刻になっています。それにも関わらず海外を中心に ESG（環境・社会・
ガバナンス）への逆風が吹いています。その背景には社会の分断とポピュリズムの進展がある。
もはや人権や経済的平等などの社会課題にも同時に取り組まなければ、環境も守れない時代になったと言ってよい
でしょう。「環境」と「生活」と「文化」を掲げる貴機構の役割は今後ますます高まるものと思います。
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タートしました。
　当機構のメイン事業である「ユニフォームのリサイ
クルシステム提供事業（通称リサイクルマーク事業）」
は、従来の「使い終わってから廃棄を考える」とい
う発想を転換し、製品製造段階から環境配慮を組
み込んだ仕組みです。具体的には、環境負荷に配
慮して製造されたユニフォームに本機構の「リサイク
ルマーク」を縫着し、そのマークによる証明をもっ
て使用後に回収・再資源化を行うという一連の流れ
を担保するものです。
　ユニフォームは業務上の安全性や耐久性を重視し
た衣服であるため、製造から回収まで数年のタイム
ラグが生じます。そのため、事業立ち上げ当初は理
念には賛同いただけても回収・再資源化の実績が
定着するまでに時間がかかるという課題がありまし
た。しかし、会員企業の着実な営業努力とユーザー
の理解の広がりにより、少しずつユーザー数が増え、
システムとしての信頼性も高まっていきました。

模索と黎明期
　設立当初の本機構は、ユニフォームリサイクル事
業の本格化を目指しながらも、活動の幅を模索する
段階にありました。海外の先進事例を学ぶための調
査団派遣、リターナブル容器に関する調査研究、子
ども絵画コンクールの実施など、多岐にわたる活動
が展開されました。
　1997 年 6 月から毎年「環境文化講演会」を開催。
環境月間に合わせて最新の情報を発信する場として
定着しました。早稲田大学 寄本勝美氏による「リ
サイクル社会の市民、企業そして行政」、元環境庁
長官 広中和歌子氏の「今なぜ『地球憲章』か」など、

リオの衝撃から始まった歩み
　1992 年、ブラジル・リオデジャネイロで開催され
た環境サミットに触発され、当時の株式会社安研社
長・虫明清一氏は「企業も社会的責任として環境保
護に取り組むべきだ」との思いを強く抱きました。そ
して本業であるユニフォーム製造を通じ、環境問題
に貢献する道を模索したのが始まりです。
　その後、学識者や業界関係者に広く呼びかけ、
1993 年に「エコロジーマインド＆グッズ推進委員会

（EMG）」を立ち上げました。1994 年には、環境庁
主催で開催された「エコライフ・フェア 94」へ出展
し、会場では、東レ株式会社が研究していたナイロ
ン 6 を用いたユニフォームのケミカルリサイクルシス
テムを紹介。使い終えたユニフォームを化学的に分解
し、新しい繊維に戻すという画期的な仕組みは、大
きな注目を集め、ユニフォームリサイクルの本格的な
取り組みが動き出しました。発起人には東レ株式会
社、株式会社竹馬、兼松株式会社、そして株式会
社安研の 4 社が名を連ね、1996 年 2 月1日、環境
庁所管法人として「社団法人環境生活文化機構」が
設立しました。会長には、国際的な環境政策に深く
携わってきた元環境庁長官 広中和歌子氏、理事長
には、活動の出発点を築いた虫明清一氏が就任しま
した。

リサイクルマーク事業の歩み
　こうして、本機構は、全国で初めてユニフォームリ
サイクルを中心とした仕組みを担う公益法人としてス

公益社団法人 環境生活文化機構
三十年の歩み

地球をやさしく包み込む大きな手から植物が芽吹き、花を
咲かせる姿には「人と地球と生物の共生」という理念が込
められている。

ケミカルリサイクルマーク マテリアルリサイクルマーク

初代会長
 広中和歌子氏

初代理事長
 虫明清一氏
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多彩なテーマが登場。2024 年には、白井さゆり教
授を迎え、「グローバル競争で高まる企業の ESG 経
営の重要性」が語られました。

　2000 年 1 月には季刊
誌『エルコレーダー』を
創刊。本機構の活動報
告だけでなく、環境をめ
ぐる多様な分野の情報
を紹介する誌面として親
しまれています。
　そして 2003 年 6 月に
は、リサイクルマーク事
業など本機構の運営・
事業活動に功労のある
個人や企業を顕彰する

「リサイクル功労者表彰」
を開始しました。

統一規格茶びん事業
　2003 年から 2004 年にかけて、本機構は南九州
で「統一規格茶びん事業」に取り組みました。まず
着手したのは、900ml 統一規格茶びんの企画・開
発です。設計図の作成から金型・試作を経て、肩部
に梨地を採用するなど識別性に配慮したデザインを
導入しました。

　導入にあたっては、鹿
児島県の酒造組合をはじ
めとする地元酒造業者に
加え、流通・小売、びんメー
カー、洗浄業者、さらに
自治体や市民団体も参加
し、検討会が重ねられま
した。まさに地域ぐるみ
で「循環するびん」の仕
組みづくりに挑んだので
す。
　こうして誕生した 900ml 統一規格茶びんを用い、
南九州でのモデル事業がスタートしました。充填・
流通・販売・回収・洗浄・再使用という一連の流れ
を実際に運用し、地域の酒造業者や流通業者、自
治体、市民が協力しながら「循環するびん」の姿を
実証しました。その後は世田谷区、川崎市、横浜市
と、首都圏にも展開。回収率は年度を追うごとに向
上し、現在までの回収累計では全国で約 980 万本
に達しました。

広域認定取得と事業の深化
　2000 年代に入ると、リサイクルマーク事業は着実
に広がりを見せる一方で、制度面の壁に直面しまし
た。使用済みユニフォームは当初、ユーザーから無
償で譲渡される「もっぱら物」として扱われていま
したが、全国的な運用の中で次第に「産業廃棄物

（廃プラスチック類）」と見なされるようになったので
す。これは、事業の継続性そのものを揺るがす課題
でした。
　こうした状況に対応するため、本機構は廃棄物処
理法の特例である「広域認定」の取得を目指しまし
た。制度の適用を受けるには、製造・流通・着用・
回収・再資源化といった一連の流れを、透明性と責
任のある仕組みとして整理する必要がありました。そ
こで、会員企業の役割を明確にし、「リサイクルマー
ク事業参加基準」「リサイクルマーク事業基本約款」

「リサイクルマーク事業管理委員会規約」を整備しま
した。
　数年にわたる準備と審査を経て、2009 年 4 月、環
境省から正式に広域認定を取得しました。この認定
によって、ユニフォームリサイクルシステムは「理念
に基づく活動」から「法制度に裏打ちされた仕組み」
へと進化しました。会員やユーザー企業にとっても、

「環境対応を安心して任せられる制度」としての信
頼性が格段に高まりました。
　そうした制度的な信頼を獲得した一方で、社会経
済の変動は本機構の活動にも影響を及ぼしました。
2008 年のリーマンショックの際には、企業の需要が

第２回表彰リサイクル功労者表彰の様子（2004年）

リユースびん事業ポスター

第 1 回環境文化講演会の様子（1997 年）

季刊誌「エルコレーダー」
創刊号（2000 年）
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急減し、環境への投資よりもコスト削減が優先され
る状況となりました。さらに 2020 年の新型コロナウ
イルス流行期には、テレワークの拡大によるユニ
フォーム需要の減少や物流の停滞が重なり、リサイ
クルシステム全体に大きな影響が及びました。
　しかし、そうした逆境の中にあっても、ユニフォー
ムリサイクルの意義が揺らぐことはありませんでし
た。むしろ「環境対応はコストではなく付加価値で
ある」という考え方が一層重みを増し、SDGs や
ESG 投資の潮流が広がるなかで、いまや企業経営
の中核をなす視点へと発展しました。

高尾の森における循環型地域づくり
　大量生産・大量消費・大量廃棄のライフスタイル
から、循環型社会への転換をめざす取組として、
2000 年代半ばからは東京都八王子市・高尾の森で
の活動に力を注ぎました。
　2012 年から 2014 年には、地域住民が自発的に循
環型社会づくりに取り組むための人材育成を目指し、
事例調査やモデル事業を重ね、ESD（持続可能な
開発のための教育）プログラムを策定しました。
　さらに 2015 年から 2019 年には、佐川急便の企業
林「高尾 100 年の森」を拠点に、幼児から大学生

まで幅広い世代を対象とした里山体験・整備活動を
実施。森の散策や橋づくり、他地域の若者や地域住
民との交流など、5 年間で延べ 400 名を超える参加
がありました。

公益法人化と信頼の確立
　2008 年の公益法人制度改革は、多くの法人にとっ
て大きな岐路となりました。従来の「社団法人」は制
度上存続できなくなり、「一般社団法人」か「公益
社団法人」への移行を余儀なくされたのです。本機

使用済みユニフォーム回収実績

リサイクルマーク交付実績

高尾での活動の様子
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構にとっても、それは単
なる法人格の変更では
なく、これまでの活動
が社会にとってどれだけ
公益的価値を持つのか
を証明する試練でした。
　 会員制度のあり方、
財務の透明性、事業の
公益性――いずれも徹
底的な見直しが求めら
れました。竹馬元理事
長は当時を振り返り、「制度に適合させる過程で、自
分たちの活動の価値を改めて問い直す機会になっ
た」と語っています。認定を得るまでの準備は数年に
及び、関係者一同で議論を重ね、2013 年に内閣府
からの認可を受け、会長に広中和歌子氏、理事長
に竹馬隼一郎氏が就任し、「公益社団法人環境生活
文化機構」として新たな歩みを始めることができま
した。

持続可能な社会づくり表彰
　この移行期には、従来の機構内表彰制度であった
リサイクル功労者表彰を発展させ、外部に開かれた
表彰制度へと転換を図ったことも大きな特徴です。
2013 年から 2015 年にかけて実施された「循環型社
会形成推進功労者表彰」は、繊維リサイクルをはじ
めとした 3R 活動に顕著な功績をあげた個人や団体
を顕彰するものでした。
　さらに 2016 年からは「持続可能な社会づくり活
動表彰」として新たなステージに進み、環境大臣賞
が設けられました。この表彰では、大企業の取組
だけでなく、学校や地域団体による日々の工夫や、
地道に続けられてきた活動など、活動規模にかかわ
らず、持続可能な社会づくりに挑む人 を々応援し、そ
の取組を広く伝えること――それは、当機構の設立
当初から変わらぬ姿勢の延長でもあります。

結びにかえて
　1990 年代初頭、「リオの衝撃」から始まった本機

構の歩みは、ユニフォームリサイクルを主軸に多彩な
取組へと広がってきました。
　2022 年 6 月には小林正明氏が会長に、2024 年
6 月には堀松渉氏が理事長に就任し、新しい体制の
もとでさらなる歩みを進めています。世界では、気
候変動や海洋プラスチック問題などの課題が国際的
な協調が求められており、EU を中心に脱炭素の流れ
が一層強まる中、フェアトレードやトレーサビリティへ
の関心も高まっています。古繊維の廃棄を防ぐ「エコ
デザイン規則」の施行など、制度整備も着実に進めら
れています。日本国内でもサステナビリティやサーキュ
ラーエコノミーへの関心が高まり、ユニフォーム業界に
おいても環境配慮は避けて通れない大きな課題となり
つつあります。このような時代の変化の中で、本機構
が果たすべき役割はますます重みを増しています。
　私たちは今後も公益社団法人としての役割と責務
を認識し、民による公益を担う社会の一員として高
い志と社会に対する責任意識を持ち、環境活動を推
進してまいります。
　長きにわたり支えてくださった会員の皆さま、関係
者の皆さまに心より感謝申し上げるとともに、これから
も共に歩みを重ね、持続可能な社会の実現に向けて
ご支援ご協力の程よろしくお願い申し上げます。

2016 年度持続可能な社会づくり活動表彰式の様子

現会長
小林正明氏

現理事長
堀松渉氏

２代目理事長
竹馬隼一郎氏
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　環境生活文化機構設立 30 周年、おめでとうござ
います。
　私は当時、環境庁の竹内恒夫さんらとともに機構
の設立に携わっていました。設立準備委員会は 1992
年に開催されたリオサミットの直後からスタートした
ように記憶しています。エコロジーはおろか、リサイ
クルという概念もまだ一般的には定着していなかっ
た頃です。スチール缶とアルミ缶の分別やペットボ
トルの回収ですらこれから本格的に始まるという時
期に、環境への影響を軽減することを目指す企業を
主体にユニホーム等、繊維製品の再生利用のリサイ
クル事業を主軸にした機構をつくることは、画期的
だったと思います。また今にして思えば、機構の名
称を「環境生活文化」としたことも先見の明があっ
たと思います。私は環境社会学を専門にしています
が、設立したばかりの頃に読んでいた文献の中に、

「Environmental culture」（環境文化）という言葉
を見つけ、小躍りしたことを覚えています。環境文化
とは人間が環境に対する意識を促進させ、環境に配
慮した生活スタイルを創造し、環境の持続可能性を
めざすことです。機構の目指す方向はまさにこれだ
と思いました。
　理事として運営に携わっていた時期にフランスとド
イツのエコロジー先進都市への視察の機会をいただ
きました。ドイツは、すでに環境都市として世界的
に有名になっていたフライブルグを訪れました。フラ
ンスは、当時フランス政府の環境行政にも深く関わっ
ていたピエトロサンタ氏が市長を務めるメーズ市を訪
れました。ここは南フランスのリゾート地として名高
い地域で、非常にユニークな環境施設があることか
ら、環境都市としてヨーロッパでは知られた存在で
した。ちなみに機構の季刊誌としてエルコレーダーを
発刊したのが 2000 年。私の連載もまだ始まっていま
せんでしたので、今回は、遅ればせながらの「環境
を見つめる人 」々として、視察報告をさせてください。
　現在、どのような状況にあるのか残念ながら把握
できていないのですが、当時メーズ市に数あるユニー
クな環境施設の中で最も有名だったのが汚水処理施

設です。生活雑排水の処理に化学薬品を使用して
いたところ、地域経済を支えていたカキの養殖をし
ていた干潟の汚染が進み、カキが全滅の危機に瀕
してしまったのです。それをきっかけにより自然な方
法で処理をしようと、バクテリアの投入と溜め池を
段階的に利用した濾過効果によって処理する、汚水
処理施設を1980 年に建設し、カキ養殖の再生をは
かったのです。他にもプラスチックの再処理施設、
海藻から化粧品を開発する実験施設、熱帯魚養殖
施設があり、環境教育の場であり、市民の憩いの場
ともなっていました。
　施設を案内してくださった施設長のボンドンさん
から、カキ全滅の危機を救ったのが、日本人が開
発したカキ養殖法だったことを教えていただき、と
ても驚いたことを覚えています。その日本人とは誰だ
ろうと調べたところ、「カキ養殖の父」と称される
宮城新昌氏であることがわかりました。しかも、宮
城さんのカキ養殖技術のルーツは宮城県石巻市で、
そこから欧米に広がり、メーズ市の危機を救ったの
ですからドラマのような話です。
　ボンドンさんはとても陽気で楽しい人でした。海
の見えるレストランでランチをご一緒したときに、名
産のワイン片手にお話してくださった言葉を最後に
紹介したいと思います。
　「環境が破壊されるということは、美味しいもの
が食べられなくなるってことなんだ。水が汚染され
れば、カキも育たなくなる。土壌や水や空気が汚染
されれば美味しいブドウもできない。だから美味し
いワインも飲めなくなるんだよ。ワハハ」。なるほど！
私はあの日のボンドンさんの言葉をきっかけに「食
いしん坊のエコロジスト」を目指そうと心に決めたの
です。
　現在の観光案内を読むと、メーズ市は今もカキ養
殖と観光の拠点として栄えているようです。土地の
味と文化を大事にするということは、私たちを取り巻
くあらゆる「環境」そして「生活文化」に関心を寄
せることなのだと改めて思います。環境生活文化機
構の益々の発展を期待しています。
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登場、「廃棄のない世界」が実現する可能性を示唆
したのです。
　同じ時期に、温室効果ガスの排出抑制が注目さ
れるようになりました。カーボン・オフセット＊を組み
合わせたユニフォームを採用する企業が相次ぎまし
た。2015 年の「パリ協定」で「2050 年までにカー
ボンニュートラルを実現する」という目標を掲げられ
たことを受け、カーボンニュートラル、脱炭素の動き
は持続的なものとなりました。

海外で広がるユニフォームの再利用
　2010 年代に入ると、企業が CSR（企業の社会的
責任）や環境への配慮を重視するようになり、作業
服のリサイクルに取り組む事例が増加しました。特に、
広域認定制度を活用したリサイクルスキームが注目さ
れます。出張の取材が増えたのもこの時期です。
　生産背景が海外に広がるにつれ、ユニフォームの
再利用法も拡大していきます。「古着 de ワクチン」
のような寄付活動を伴う仕組みも始まりました。、回
収した古着を開発途上国で再利用し、ポリオワクチ
ンを寄付するもので、2022 年 10 月からは企業向け
に「古着 de ワクチン まごころプロジェクト」として
提供され、企業の作業服リサイクルにも活用される
ようになります。
　日本メーカーのワークウエアは丈夫で高品質なこ
とから、東南アジアではリユース品として活用される
ようになっています。着用する業種は一次産業や製
造業、紛争地域では地雷の撤去作業の現場もある
と聞きます。近年のワークウエアはデザインがおしゃ
れに、カジュアルになり、バイクウエアや普段着とし
ても人気です。日本のユニフォーム業界が培った品
質と技術が、リユースの有効性を高めていると言え
るでしょう。
　こうした動きは、単に廃棄物を減らすという環境
的なメリットだけでなく、文化交流や経済的メリット
をも生み出せる、持続可能な社会形成の一環として
今後も注目されていきそうです。

　私事ながら、今年で入社 20 年になりました。取
材でお世話になったユニフォーム業界各位に、この
場をお借りして御礼申し上げます。ニュースは新商
品や市場動向が中心ですが、ユニフォームの世界は
環境関連のテーマも多く、いろいろ勉強させていた
だきました。1990 年代まで、古くなった繊維製品の
大半は焼却処分され、再利用はウエスなどの用途に
限られており、ユニフォームも例外ではありませんで
した。しかし、1992 年 6 月、ブラジルのリオデジャ
ネイロで開催された「環境と開発に関する国連会議」

（地球サミット）で「環境と開発に関するリオデジャ
ネイロ宣言」が採択されたのを契機に、環境保護と
持続可能な開発を両立させる取組が世界各地に波
及していきます。
　国内では法整備が進みました。1993 年に「環境
基本法」が施行され、廃棄物・リサイクル政策の基
盤が確立されていきます。さらに、2000 年 6 月施行
の「循環型社会形成推進基本法」で、日本におけ
る循環型社会の形成を推進する基本的な枠組みが
示されました。
　ユニフォーム業界でも 2000 年以降、再生資源と
しての利用が本格化していきます。素材メーカーとア
パレルメーカー、販売代理店が協力し、廃棄される
作業服を企業や事業所から回収するネットワークが
作られていきます。

水平リサイクル、温室効果ガス対策
　取材の機会が多かったのはケミカルリサイクルで
した。使用済みのポリエステル繊維を化学的に分解
し、分子レベルまで戻して精製することで、新品と
同等の品質を持つポリエステル原料（PET 樹脂）
を再生する手法です。ユニフォームから再びユニ
フォームを作る「繊維 to 繊維」の循環を実現でき
るとうたわれていました。回収から再生までの一貫
したシステムを構築する事例が増えていきました。
　混紡素材の分別技術が進化し、再生 PET 素材
の採用が増えていきました。再利用方法も、自動車
の内装材や屋根下防水材など選択肢が加わり、さ
らに回収した素材をユニフォームに再生する事例も

ユニフォームと環境の
現在地

ダイセン株式会社 記者 富永 周也氏

エコ＆
ユニフォーム
最前線
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Product Declaration）とは、製品やサービスの原
材料調達から製造、使用、廃棄までのライフサイクル
全体における環境情報を、国際規格 ISO14025 に
準拠して第三者検証した上で定量的に開示する仕組
みです。日本語では「環境製品宣言」と呼ばれ、製
品の環境負荷を透明性の高いデータで可視化し、客
観的な比較を可能にすることで、持続可能な製品選
択に貢献する狙いがあります。

環境対策のけん引役として引き続き
注目されるユニフォーム業界
　環境対策は、リユース、リデュース、リサイクルの
3R への取組から、気候変動や SDGs の採択といっ
たグローバルな動きを取り込んで、労働条件や人権
への配慮などにも範囲が広がっていき、課題が尽き
ることはなさそうです。直近では、今年 6 月に施行
された改正労働安全衛生規則によって、熱中症対
策が法的義務となりました。猛暑対策の主力である
電動ファン（EF）付作業服の売上は、右肩上がり
が続いています。もはや夏のマストアイテムですが、
EF は送風用のデバイスとバッテリーを備えた電化
製品でもあり、処分方法は繊維製品とは異なります。
今後は大量のウエアの回収と正しい廃棄、さらに再
利用の方法も新たな課題となっていくのではないで
しょうか。
　ユニフォームのリサイクルは、環境対策から、企
業の社会貢献や新たなビジネスモデルの創出へと進
化してきました。今後は、さらにサプライチェーン全
体での循環モデルの構築や、テクノロジーを活用し
たトレーサビリティの確保などが進んでいくことが予
想されます。日本のユニフォーム業界。時代の変化
に対応しながらアドバンテージを発揮していけるか。
中長期的な視点で見届けていきたいと思います。

＊カーボン・オフセット
日常生活や経済活動において避けることができない CO2 等
の温室効果ガスの排出について、まずできるだけ排出量が
減るよう削減努力を行い、どうしても排出される温室効果ガ
スについて、排出量に見合った温室効果ガスの削減活動に
投資することなどにより、排出される温室効果ガスを埋め合
わせるという考え方（環境省ホームページ）。

SDGsの潮流
　2020 年代。SDGs（持続可能な開発目標）への
意識が 社会全体で高まり、SDGs の潮流の中、
2023 年 12 月、EU（欧州連合）はアパレル事業者
が売れ残った衣服の廃棄を禁止することに合意しま
した。今後は、再生可能な素材を使っていない繊
維製品は販売できないという方針が示され、各国が
対応に動きます。日本では 2024 年、経済産業省が

「繊維製品の環境配慮設計ガイドライン」を策定しま
した。 繊維・アパレル業界のサプライチェーンに関
わる事業者（糸製造、染色・加工、生地製造、縫製、
アパレル企業など）が、製品の企画・設計段階から
環境への配慮を促す目的があります。
　こうした潮流の中、ユニフォームのリサイクルは単
なる廃棄物の削減だけでなく、新たな価値を生み出
す取組として多様化していきました。先進的な企業
では、作業服の製造から回収、リサイクルまでをサ
プライチェーン全体で管理する循環モデルの構築を
目指す動きも見られるようになりました。これは、素
材の選定段階からリサイクルしやすいものを採用する
など、持続可能性を追求するというチャレンジです。

サステイナビリティーと
サーキュラエコノミーの浸透
　サステイナビリティー（持続可能性）の概念から、
サーキュラーエコノミー（循環経済）が重視されるよ
うになりました。大量生産・大量消費・大量廃棄と
いう従来の経済システム（リニアエコノミー）から脱
却し、資源を効率的に循環利用することで、廃棄物
を減らし、持続可能な社会を目指す経済システムの
ことです。衣類においては、服が持つ資源としての
価値を最大化し、廃棄物を削減することで、環境負
荷を低減していくという方向づけがされています。具
体的には、耐久性の高い素材や高品質な縫製技術
を採用し、長く使えるウエアの開発、リサイクルと再
生利用、ケミカルリサイクル、環境配慮型素材の採
用などが挙げられます。とはいえ、ユニフォーム業
界ではすでに実現、稼働しており、サーキュラーエ
コノミーを語るうえで、繊維製品の中でのユニフォー
ムの優位性が再認識されることとなりました。
　チクマは今年 6月、EPD 環境ラベルを衣料品業界で
初めて取得したと発表しました。EPD（Environmental 
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